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 附則 

嘉麻市は、福岡県のほぼ中央に位置し、遠賀川の源流を抱く山々の美しい

自然に恵まれ、古くから豊かな穀倉地帯を形成し、農業を基幹産業とする地

域として今日に至っています。また、明治中期以降は、筑豊炭田の一角とし

て、日本の産業エネルギーを支えてきた歴史を有しています。  

地方分権が進展する今日、私たちは、多様で個性豊かな地域社会をつくる

ため、市民一人ひとりが自ら考え、自ら決め、そして自ら責任をもって市政

に参画し、互いに協力して、先人から受け継いだ豊かな自然環境や歴史、文

化を尊び、次の世代を担う子どもたちへ引き継いでいかなければなりません。 

私たちは、市民が自治の主体であることを基本とし、情報を共有し、互い

の立場を尊重し、知恵と力を出し合い、一体となって協働のまちづくりを進

めていくことが必要です。  
こうした認識のもと、市民が主体となった自治の実現を図るための基本と

なる理念や原則を明らかにするとともに、市民の市政への参画と協働などを

定め、すべての人権が尊重され、豊かで活力ある嘉麻市を築いていくために、

嘉麻市の自治の最高規範として、この条例を制定します。  



   第１章 総則  

 （目的） 

第１条 この条例は、嘉麻市の自治の基本理念及び基本原則を明らかにする

とともに、市民の権利及び責務並びに議会、市長等の役割及び責務を定め、

市民が主体の自治の実現を図ることを目的とする。  

（条例の位置付け）  

第２条 この条例は、嘉麻市の自治の基本を定める最高規範であり、市民、

議会及び市長等は、これを最大限尊重しなければならない。  

２ 議会及び市長等は、他の条例、規則等の制定、改廃及び運用に当たって

は、この条例の趣旨を尊重し、整合性を図らなければならない。  

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

 (１) 市民 市内に住む者、市内で働く者又は学ぶ者及び市内において事

業又は活動を行う団体等をいう。 

 (２) 市長等 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委

員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び水道事業管理者をいう。 

 (３) 参画 市民が市の政策の立案、実施、評価に至る過程に主体的に参

加することをいう。 

 (４) 協働 市民、議会及び市長等が、それぞれの責任と役割分担に基づ

き、互いの特性を尊重し、対等な立場で連携、協力し合うことをいう。 

   第２章 基本原則 

    第１節 基本理念 

 （基本理念） 

第４条 自治の主体は、市民であることを基本とする。 

２ 市政は、主権を有する市民の信託によるものであり、議会及び市長は、

その信託に応えるものとする。 

    第２節 基本原則 

 （市民自治の原則） 

第５条 市民、議会及び市長等は、市民一人ひとりが自治の担い手として、

自覚と責任をもって互いの人権を尊重し、男女がともに社会の対等な構成

員として、その個性や能力を発揮できるよう、市民主体の自治を推進する



ものとする。 

 （情報共有の原則） 

第６条 市民、議会及び市長等は、互いに保有する市政に関する情報を共有

するものとする。 

 （協働の原則） 

第７条 市民、議会及び市長等は、協働して市民主体の自治を推進するもの

とする。 

 （公正、公平の原則） 

第８条 議会及び市長等は、市民の信託に基づき、公正かつ公平な市政を行

うものとする。 

   第３章 市民の権利及び責務 

 （市民の権利） 

第９条 市民は、互いに対等な立場で市政に参画する権利を有する。 

２ 市民は、市の保有する情報を知る権利を有する。 

３ 市民は、良好な環境の中で安全で安心して暮らす権利を有する。 

 （市民の責務） 

第１０条 市民は、自治の主体であることを認識し、市政への参画に当たっ

ては、自らの発言と行動に責任を持つものとする。 

２ 市民は、まちづくりにおいて互いの意思を尊重し、連携するものとする。 

３ 市民は、行政サービスに係る負担を分任するものとする。 

 （事業者の責務） 

第１１条 市内の事業者は、自らも地域社会の一員であることを自覚し、健全

な事業活動において、自然環境などに配慮するとともに、地域の公益的活動

に寄与するよう努めるものとする。 

   第４章 議会の役割及び責務 

 （議会の役割及び責務） 

第１２条 議会は、市民の代表機関であることを常に認識し、法令に定める

権限を行使するとともに、独自の政策立案や政策提言を積極的に行わなけ

ればならない。 

 （開かれた議会運営） 

第１３条 議会は、議会及び議員の活動に関する情報公開を徹底するととも

に、市民に対する説明責任を十分に果たさなければならない。 



２ 議会は、本会議のほか、委員会等公式な会議を原則公開するとともに、

市民が議会の活動に参加できるような措置を講じなければならない。 

３ 議会は、市民の意見を最大限尊重し、政策の形成に反映させるとともに、

市民主体の自治を推進しなければならない。 

 （議員の責務） 

第１４条 議員は、市民全体の福祉の向上の視点に立ち、公正かつ誠実に職

務を遂行しなければならない。 

２ 議員は、その地位が市民の信託によるものであることを認識し、常に自

己研鑽に努め、政治倫理を確立することにより、市民の信頼を得るよう努

めなければならない。 

   第５章 市長等の役割及び責務 

 （市長の責務） 

第１５条 市長は、市民の信託に応え、公正かつ誠実に市政運営を行うとと

もに、市民主体の自治を推進しなければならない。 

２ 市長は、健全な財政運営に努めるとともに、毎年度、行財政運営の基本

方針を定め、市民及び議会に説明し、かつ、その達成状況を公表しなけれ

ばならない。 

３ 市長は、施策、事務事業の再編及び活性化のため、行政評価に関する制

度を整備し、実施するものとする。この場合において、市長は、第三者に

よる外部評価を取り入れるものとする。 

４ 市長は、行政評価の結果を市民に分かりやすく公表するとともに、行政

評価の結果及びこれに対する市民の意見を踏まえ、施策に反映させなけれ

ばならない。 

５ 市長は、市民が安全で安心して暮らせるよう、市民の権利を擁護し、そ

の生命及び財産を守らなければならない。 

６ 市長は、就任に当たっては、この条例の理念の実現のために職務を執行

することを宣誓しなければならない。 

 （市の役割及び責務） 

第１６条 市は、市民に分かりやすく行政サービスを提供しなければならな

い。 

２ 市は、効率的に事務事業を実施し、最少の経費で最大の効果を挙げるよ

うに努めなければならない。 



３ 市は、簡素で市民に分かりやすい組織編成を行い、必要に応じてその見

直しに努めなければならない。 

 （職員の責務） 

第１７条 職員は、政策能力の向上のため、常に自己研鑽に努めるとともに、

市民の視点に立って公正、誠実かつ迅速に職務を遂行しなければならない。 

２ 職員は、職務の遂行に当たっては、法令、条例等を遵守しなければなら

ない。 

 （審議会等の運営） 

第１８条 市長等は、市の執行機関に設置する審議会等（地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づく附属機関をい

う。以下同じ。）の委員を選任するときは、委員構成における中立性の保持

に留意するとともに、原則としてその一部を市民からの公募により行わな

ければならない。 

２ 市長等は、審議会等の会議及び会議録を原則として公開しなければなら

ない。 

３ 前項に規定する審議会等の会議及び会議録の公開に関し必要な事項は、

別に定める。 

   第６章 情報の共有等 

 （情報公開及び情報提供） 

第１９条 議会及び市長等は、公正で開かれた市政の実現のため、別に条例

で定めるところにより、市が保有する情報を積極的に公開しなければなら

ない。 

２ 議会及び市長等は、市政に関する情報について、速やかに、かつ、分か

りやすく、市民に提供しなければならない。 

 （説明責任及び応答責任） 

第２０条 議会及び市長等は、政策の立案、実施、評価のそれぞれの過程に

おいて、その経過、内容、効果、手続き、費用等について、市民に分かり

やすく説明しなければならない。 

２ 議会及び市長等は、市民から市政に関する意見、要望及び苦情等の申立

てがあったときは、速やかに事実関係を調査し、これに応答しなければな

らない。 

 （個人情報の保護） 



第２１条 議会及び市長等は、個人の権利利益の保護のため、別に条例で定

めるところにより、市が保有する個人情報を適正に取り扱わなければなら

ない。 

 （救済機関等） 

第２２条 市長は、公平かつ誠実な市政運営を確保するため、市政に関する

市民の意見、要望、苦情及び市民の不利益等の救済に対応するための適正

な機関の設置等必要な措置を講じるよう努めなければならない。  

   第７章 参画及び協働 

 （市民参画の推進） 

第２３条 市長等は、多様な制度を設け、施策を講じることにより、市民参

画を推進しなければならない。 

２ 市長等は、市民が参画しないことによって不利益を受けることがないよ

う、配慮しなければならない。 

 （男女共同参画の推進） 

第２４条 市民、議会及び市長等は、男女が互いにその人権を尊重し、社会

の対等な構成員として、その個性と能力を発揮することができるよう、男

女共同参画を推進しなければならない。 

 （子どもの参画の推進） 

第２５条 子どもは、それぞれの年齢にふさわしいまちづくりに参画する権

利を有する。 

２ 市民、議会及び市長等は、子どものまちづくりへの参画を推進しなけれ

ばならない。 

 （参画の対象） 

第２６条 市長等は、政策の形成及びその実施過程への市民の参画を保障す

るため、次に掲げるもののうち市民生活に重要な影響を及ぼすものについ

ては、市民に意見を求めなければならない。ただし、緊急を要する場合は、

この限りでない。 

(１) 計画の策定、変更又は廃止 

(２) 条例の制定、改正又は廃止 

(３) 施策の実施、変更又は廃止 

 （参画の方法） 

第２７条 市長等は、市民に意見を求めるときは、パブリックコメント、ア



ンケート調査、公聴会の開催等適当な方法により実施するものとする。 

２ 前項の規定により、市民に意見を求める場合における必要な事項は、別

に定める。 

 （協働の推進） 

第２８条 市民、議会及び市長等は、それぞれの役割と責任に基づき、自主

性を尊重し、対等な立場で連携し、協力してまちづくりを推進しなければ

ならない。 

   第８章 コミュニティ 

 （コミュニティ活動の尊重） 

第２９条 市長等は、市民が地域の課題に主体的に取り組むことを目的とし

て形成された団体の活動（以下「コミュニティ活動」という。）の自主性及

び自立性を尊重しながら、政策の形成及び施策を行わなければならない。 

 （コミュニティ活動の支援） 

第３０条 市長等は、コミュニティ活動に対し、必要に応じて支援を行うと

ともに、多様な活動が連携していくための施策を推進しなければならない。 

   第９章 住民投票 

 （住民投票の実施） 

第３１条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、広く市民の意思

を把握するため、住民投票を実施することができる。  

 (１) 選挙権を有する者の総数の５０分の１以上の者の連署をもって、そ

の代表者から住民投票に関する条例の制定の請求があり、当該条例が議

決されたとき。 

 (２) 議会の議員から議員定数の１２分の１以上の者の賛成を得て住民投

票に関する条例の発議があり、当該条例が議決されたとき。 

 (３) 市長が自ら住民投票に関する条例を発議し、当該条例が議決された

とき。 

２ 住民投票の実施に関し必要な事項は、その事案ごとに条例で定めるもの

とする。 

３ 市民、議会及び市長等は、住民投票の結果を尊重しなければならない。 

   第１０章 国その他の機関との連携 

 （国及び県との連携協力） 

第３２条 市は、国及び県と対等、協力の関係にあることを踏まえ、自らの



公共課題の解決を図るとともに、市の自主的、自立的運営のために必要が

あるときは、国及び県に対して政策及び制度の改善等に関する意見、提案

等を行うものとする。 

 （他の地方公共団体及び関係機関との関係） 

第３３条 市は、他の地方公共団体及び関係機関との共通課題又は広域的課

題に対しては、自主性を尊重し、互いに連携し、協力して解決に当たるも

のとする。 

（市外の人々との交流） 

第３４条 市民、議会及び市長等は、市外の人々とも積極的に情報交換をし

ながら交流を深め、その人々の知恵と意見をまちづくりに活用するよう努

めるものとする。 

   第１１章 条例の見直し等 

 （条例の検討及び見直し） 

第３５条 市長は、この条例の施行の日から５年を超えない期間ごとに、各

条項がこの条例の理念及び社会情勢に適合したものかどうかを検討するも

のとする。 

２ 市長は、前項に規定する検討の結果を踏まえ、この条例の見直しが適当

であると判断したときは、必要な措置を講じるものとする。 

 （自治推進委員会の設置） 

第３６条 市長は、この条例の趣旨に沿った自治の推進を図るため、嘉麻市

自治推進委員会（以下「委員会」という。）を設置するものとする。 

２ 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

 (１) この条例の運用及び見直しに関する事項 

 (２) その他自治の推進に関する重要事項 

３ 前項に定めるもののほか、委員会は、この条例の適正な運用及び見直し

に関し、市長に意見を述べることができる。 

 （委員会の組織等） 

第３７条 委員会は、委員１２人以内をもって組織する。 

２ 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (１) 地方自治に識見を有する者 ３人以内 

 (２) 市民からの公募による者 ４人以内 

 (３) 公共的団体等が推薦する者 ５人以内 



３ 委員会の委員の任期は、２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 前３項に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、規則で

定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で

定める日から施行する。 

 


